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平成30年度中小企業等外国出願
支援事業で中小企業の海外での
ブランド戦略を援助！

補助率：1/2
上限額：1企業に対する上限額：300万円（複数案件の場合）
案件ごとの上限額：特許150万円
実用新案・意匠・商標60万円
冒認対策商標（※）：30万円
（※）冒認対策商標：第三者による抜け駆け出願（冒認出願）の対策を目的とした商標願

経済のグローバル化に伴い、中小企業においても海外進出が進んでおりますが 、知的財産権は国
ごとに独立しているため、発明について日本で特許を取得し、又は製品の名称について商標を登録
しても外国では権利として成立せず、進出先においても特許権や商標権等は国ごとに取得が必要で
す。進出先での特許権や商標権の取得は、企業の独自の技術力やブランドの裏付けとなり海外での
事業展開を進めることに有益であるとともに、模倣被害への対策に有効で、商標等を他社に先取り
され自社ブランドが使用できなくなるリスクを回避できます。
しかし、外国出願費用をはじめとする海外での知的財産活動費は高額であり、資力に乏しい中小企
業にとっては大きな負担となっています。
特許庁では、中小企業の戦略的な外国出願を促進するため、外国への事業展開等を計画している

中小企業等に対して、外国出願にかかる費用の半額を助成しています。

①外国特許庁への出願料 ②国内・現地代理人費用 ③翻訳費等

（1）～（3）のいずれかに該当する者であり、（4）を満たすこと。
（1）「 中小企業者」
（2）「中小企業者で構成されるグループ」
（構成員のうち中小企業者が3分の2以上を占め、中小企業者の利益となる事業を営む者）
※中小企業者には法人資格を有しない個人で事業を営んでいる方（個人事業主）を含みます。

（3）「地域団体商標の外国出願」については商工会議所、商工会、NPO法人等。
（4）外国への特許、実用新案、意匠又は商標出願を予定していること（複数案件も可）
※応募時に既に日本国特許庁に対して特許、実用新案、意匠又は商標出願を行っており、採択後に同内容の
出願を外国へ年度内に出願（PCT国際出願に基づく国内移行及びマドプロ出願、意匠のハーグ出願を含む）
を行う予定の案件。
※ただし、ハーグ協定に基づく国際出願の場合、ハーグ出願時に日本国を指定締約国として含む場合は、外
国特許庁への基礎となる先の国内出願がなくても対象になります。

今後も新しい情報が入り次第、ご紹介予定です。メルマガでも配信して参りますのでご
興味があれば、読者登録がお勧めです。（弊社HPより登録可能です！）また補助金の右腕サー
ビスもございますので、興味のある事業者様はぜひ弊社HPをご覧くださいませ！

●補助率・上限額

●補助対象経費

●応募資格
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ヤマロク醤油株式会社の事例
ヤマロク醤油株式会社は、香川県小豆郡小豆島町の1949年に設立された従業員4名の企業。伝統の
食文化を商標でブランド化し、小豆島発木桶造り醤油を海外へ展開しています。
●醤油業界の海外展開
海外での和食ブームにより、味噌、醤油、 出汁などの日本の基本調味料が注目を浴びる中、醤油の
2015年の輸出量は30 年前と比べると3倍となり、また、近年では生産拠点を海外に置く企業も増加
している。このような海外進出に伴い「商標権」の重要性の認識も高まり、当補助金を活用して
「醤油」に関する出願をする企業が増えています。
●外国出願による事業効果
小豆島には国内外から多数の観光客が訪れ、同社にも年間2万人の見学者がある。ビジュアル映えす
る蔵の木桶の写真がインスタグラム等のSNSに上がると次の訪問者が増える。また、知らないうち
に海外の新聞で一面の大半に蔵を紹介する 記事が掲載されたり、「鶴醤」の美味しさ に魅了された
海外の有名シェフが商品を紹介するなど、インバウンドでは終わらない海外展開が続いている。

この機会に貴社のブランドを海外へ展開させてみませんか！

編集後記

CFJ ism 第7号、いかがでしたでしょ
うか？今回は海外での自社ブランド保
護の支援事業のご紹介でした。日本企
業の海外進出の事例は多く、成功する
ケースは少なくありません。貴社の次
なる収益の柱として海外への販路を検
討してみてはいかがでしょうか！
ご意見ご感想は
info@comrade-firm.co.jp まで！
★CFJismのバックナンバーはこちらか
ら見れます！過去分もご覧ください！
https://www.comrade-firm.co.jp/blog/

今月の
脳トレ

発行：コムラッドファームジャパン 広報部

今回は

激ムズ間違い
探しです！

左と右のモナリ
ザの絵の違う
ところを２つ探
してみてね！

●支援事業イメージ
中小企業等による戦略的な外国出願の促進を図るため、特許庁が(独)日本貿易振興機構
(JETRO)及び都道府県中小企業支援センター等を通じ、外国出願助成を希望する中小企業等
の出願案件を募集・選定し、支援対象案件を採択、出願にかかる費用を助成します。
助成を受けた者は、支援対象案件の外国出願結果等について、JETRO及び都道府県中小企業
支援センター等へ報告する必要があります。
●成果目標
平成26年度から30年度までの5年間の事業であり、最終的には助成した出願に関する外国知
財取得率80％を目指します。

条件(対象者、対象行為、補助率等)

●応募受付期間
2018年7月2日
～8月3日（金曜）予定


